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合
意
さ
れ
た
議
事
録

　
下
名
は
、
本
日
署
名
さ
れ
た
投
資
の
自
由
化
、
促
進
及
び
保
護
に
関
す
る
日
本
国
と
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
と
の
間
の

協
定
（
以
下
「
協
定
」
と
い
う

の
交
渉
に
お
い
て
到
達
し
た
次
の
了
解
を
記
録
す
る
。

１
　
両
締
約
国
は
、
協
定
第
二
条
の
規
定
に
関
し
、
各
締
約
国
が
他
方
の
締
約
国
の
投
資
家
及
び
そ
の
投
資
財
産
に
対
し
同
条

１
及
び
２
に
定
め
る
待
遇
の
う
ち
当
該
投
資
家
又
は
そ
の
投
資
財
産
に
と
っ
て
い
ず
れ
か
有
利
な
待
遇
を
与
え
る
義
務
を
負

う
旨
の
了
解
を
確
認
す
る
。

２
　
両
締
約
国
は
、
協
定
第
二
条
及
び
第
十
八
条
の
規
定
に
関
し
、
次
の
了
解
を
確
認
す
る
。

　
協
定
第
二
条
の
規
定
は
、
投
資
家
の
知
的
財
産
及
び
知
的
財
産
権
に
適
用
さ
れ
、
し
た
が
っ
て
、
知
的
財
産
及
び
知
的

財
産
権
に
つ
い
て
も
、
各
締
約
国
は
、
い
か
な
る
第
三
国
（
例
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
）
の
投
資
家
及
び
そ
の
投
資
財

産
に
与
え
る
待
遇
よ
り
も
不
利
で
な
い
待
遇
を
、
他
方
の
締
約
国
の
投
資
家
及
び
そ
の
投
資
財
産
に
与
え
る
。

　
い
か
な
る
二
国
間
協
定
（
例
え
ば
、
貿
易
関
係
に
関
す
る
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の

協
定
）
も
、
協
定
第
十
八
条
２
に
規
定
す
る
「
知
的
財
産
及
び
知
的
財
産
権
の
保
護
に
関
す
る
多
数
国
間
協
定
」
に
含
ま



二
　

れ
な
い
。

３
　
両
締
約
国
は
、
協
定
第
六
条
の
規
定
に
関
し
、
い
ず
れ
の
締
約
国
も
、
附
属
書
Ⅱ
に
特
定
す
る
分
野
又
は
事
項
に
つ
い
て

新
た
な
例
外
措
置
を
採
用
し
て
は
な
ら
な
い
と
の
義
務
の
不
履
行
を
正
当
化
す
る
根
拠
と
し
て
自
国
の
国
内
法
令
を
援
用
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
旨
の
了
解
を
確
認
す
る
。

４
　
両
締
約
国
は
、
協
定
第
十
九
条
の
規
定
に
関
し
、
い
ず
れ
か
の
租
税
に
係
る
課
税
措
置
が
収
用
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を

判
断
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
事
項
を
考
慮
す
べ
き
旨
の
了
解
を
確
認
す
る
。

　
租
税
の
賦
課
は
、
一
般
に
収
用
を
構
成
し
な
い
。
単
に
新
た
な
課
税
措
置
を
導
入
す
る
こ
と
、
特
定
の
投
資
財
産
に
つ

き
複
数
の
管
轄
区
域
で
租
税
が
賦
課
さ
れ
る
こ
と
又
は
課
税
措
置
の
下
で
多
大
の
負
担
の
要
求
が
行
わ
れ
る
こ
と
自
体

は
、
そ
れ
ら
の
み
で
収
用
に
該
当
す
る
こ
と
と
は
な
ら
な
い
。

　
課
税
措
置
で
あ
っ
て
、
概
し
て
、
国
際
的
に
認
め
ら
れ
た
租
税
上
の
政
策
及
び
慣
行
の
範
囲
内
に
あ
る
も
の
は
、
収
用

を
構
成
す
る
も
の
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。
租
税
の
回
避
又
は
脱
税
の
防
止
を
目
的
と
す
る
課
税
措
置
は
、
一
般
に
収
用
に

類
す
る
性
格
を
有
す
る
も
の
と
認
め
る
べ
き
で
は
な
い
。

　
す
べ
て
の
納
税
者
に
適
用
さ
れ
る
も
の
そ
の
他
一
般
に
適
用
さ
れ
る
課
税
措
置
で
あ
っ
て
も
収
用
を
構
成
す
る
可
能
性



三
　

は
あ
る
が
、
特
定
の
国
民
又
は
納
税
者
を
対
象
と
す
る
特
定
性
の
高
い
課
税
措
置
と
比
較
す
る
な
ら
ば
、
一
般
に
適
用
さ

れ
る
課
税
措
置
が
収
用
を
構
成
す
る
可
能
性
は
、
実
際
上
、
小
さ
い
。
投
資
が
行
わ
れ
た
時
点
で
有
効
な
課
税
措
置
で
あ

っ
て
、
透
明
性
の
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
収
用
に
類
す
る
性
格
を
有
す
る
も
の
と
は
な
り
難
い
。

５
　
両
締
約
国
は
、
協
定
第
二
十
二
条
の
規
定
に
関
し
、
次
の
了
解
を
確
認
す
る
。

　
自
由
貿
易
地
域
、
関
税
同
盟
又
は
経
済
統
合
の
た
め
の
国
際
協
定
と
は
、
通
常
、
世
界
貿
易
機
関
の
構
成
国
で
あ
る
締

約
国
に
つ
い
て
は
、
千
九
百
九
十
四
年
の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
二
十
四
条
、
千
九
百
九
十
四
年
の
関
税

及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
二
十
四
条
の
解
釈
に
関
す
る
了
解
及
び
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
第
五
条

に
規
定
す
る
条
件
を
満
た
す
も
の
を
い
い
、
ま
た
、
世
界
貿
易
機
関
の
構
成
国
で
な
い
締
約
国
に
つ
い
て
は
、
当
該
条
件

と
同
様
の
要
素
を
含
む
も
の
を
い
う
と
解
さ
れ
て
い
る
。

　

の
見
地
か
ら
、
貿
易
関
係
に
関
す
る
ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
協
定
は
、
協
定
第

二
十
二
条
３
に
規
定
す
る
「
自
由
貿
易
地
域
若
し
く
は
関
税
同
盟
」
を
形
成
せ
ず
、
ま
た
、
「
経
済
統
合
の
た
め
の
国
際

協
定
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
国
際
協
定
」
に
当
た
ら
な
い
が
、
新
た
な
時
代
に
お
け
る
経
済
上
の
連
携
に
関
す
る
日
本
国

と
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
共
和
国
と
の
間
の
協
定
は
、
「
自
由
貿
易
地
域
若
し
く
は
関
税
同
盟
」
を
形
成
し
、
ま
た
、
「
経
済
統
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合
の
た
め
の
国
際
協
定
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
国
際
協
定
」
に
当
た
る
。

二
千
三
年
十
一
月
十
四
日
に
東
京
で

日
本
国
政
府
の
た
め
に

川
口
順
子

ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国
政
府
の
た
め
に

Ｖ
・
ホ
ン
・
フ
ッ
ク




